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令和４年度予算編成方針について 

 

１ 基本方針 

 

令和４年１月１７日に閣議決定された「令和４年度の経済見通しと経済財政運

営の基本的態度」によると、我が国経済は、長引く新型コロナウイルス感染症の

影響の下にあるが、「厳しい状況は徐々に緩和されており、このところ持ち直し

の動きがみられる」とされています。ただし、「新型コロナウイルス感染症によ

る内外経済への影響、供給面での制約や原材料価格の動向による下振れリスクに

十分注意するとともに、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある」と

もされています。 

こうした状況の中、政府は「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」におい

て、成長を生み出す原動力として、「グリーン社会の実現」「官民挙げたデジタ

ル化の加速」「日本全体を元気にする活力ある地方創り」「少子化の克服、子供

を産み育てやすい社会の実現」の４つに対する投資を重点的に促進するとしてい

ます。また、これらに加え、感染症の克服と経済の好循環に向けた取り組みや、

防災・減災、国土強靭化対策、社会保障改革も推進することとしています。 

こうした国の動向に注視し、本市の施策について迅速かつ的確に対応するとと

もに、「福津市まちづくり基本構想」を基本として、まちづくり計画実施計画と

整合を図りながら施策・事業の調整や重点化を進めることとします。市の将来像

である「人も自然も未来につながるまち、福津。」を実現し、そうあり続けるた

めには、厳しい社会経済状況においても、多様化する課題への的確な対応など、

必要な施策・事業の着実な推進と、財政の健全化による持続可能な行財政基盤の

構築の両立に向けた財政運営を進めることが必要です。 

そのため、まず各部内における事業の必要性や実施時期を意識した「ビルドア

ンドスクラップ」、「事業の選択と集中」に取り組み、市全体としての緊急度や

優先度を的確に把握するとともに、ＩＣＴや公民連携の活用などにより歳出削減

や財源確保（経常的な収入の確保及び経費の削減）の取り組みを進めていくこと

としております。 

こうした状況や基本方針を踏まえ、令和４年度予算につきましては、以下の方

針に則り編成を行いました。 
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（１）「福津市まちづくり計画」の着実な推進 

  福津市は、当面人口増加傾向は続くものの、長期的に見れば将来的に人口減

少の局面を迎えることは避けられず、高齢化の進行とともに、生活関連サービ

スの縮小や、担い手不足と地域コミュニティの機能低下などが深刻な課題とし

て顕在化することが予想されます。このような状況の中で暮らしやすさの向上

を図り、一人一人が生きがいを持てる地域社会をつくることが重要であり、現

在の人口増加に対応しながら、将来の人口減少を見据えた対応を検討していく

ことが必要です。 

  まちづくり基本構想において、「人も自然も未来につながるまち、福津。」

と定めた本市の将来像を実現するため、７つのテーマ別目標像を設定していま

す。環境保全、経済成長、社会的包摂（多様な人が公平に参加すること）とい

う３つを調和させ、持続可能なまちづくりを目指すことが、２０３０年を目標

年度として全世界で取り組んでいる「持続可能な開発目標：ＳＤＧｓ」と同じ

方向性にあると考え、この目標像を施策の重要な柱と位置付け、予算編成を行

いました。 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新型コロナウイルス感染症への対応とアフターコロナを見据えた事業の見

直し 

  新型コロナウイルス感染症の影響は今後も続くと考えられることから、行政

サービスのデジタル化や地域経済活性化に向けた支援など、感染症拡大防止と
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社会経済活動の両立を図るウィズコロナを見据え予算編成を行いました。今後

も国や県などの動向を注視し、財源措置の的確な把握、適切な予算反映に努め

ます。また、ここ２年の新型コロナウイルス感染症の影響による事業の実施状

況を踏まえ、アフターコロナを視野に入れた事業の改廃も含め、事業の見直し

に取り組みます。 

 

（３）部マネジメントの推進 

自律的なマネジメントによる組織運営を図り、市が行うべき事業の選択、全

ての事業をゼロベースから再精査・再構築し、各分野における事業の平準化を

図るため、部経営の推進を図ります。全事業にわたりビルドアンドスクラップ

を徹底するため、事前の点検、評価を強化し、事業に優先順位をつけ、効果や

効率性に乏しい事務事業については、廃止・統合するなど事務事業の見直しを

積極的に進めます。 

 

（４）業務の効率化、働き方改革の推進 

  限られた人的資源の中で、新たな市民ニーズや行政課題への対応等の付加価

値業務に適切な人材配置を行うため、事業の実施に当たっては、前例踏襲に囚

われることなく、事業の優先度や手法を十分に精査した上で、より効果的な施

策の推進を図ります。また、業務プロセスの効率化や見直し、働きやすい環境

の整備、長時間労働の是正を進め、生産性及び効率性を高めることで、職員活

用の向上や働き方改革につなげます。 

  また、デジタル技術によって、行政サービスを効率化、簡素化して市民生活

の便利性を向上させるとともに、業務そのものや組織、プロセス、職場の風土

を変革させるデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）は、新型コロナウ

イルス感染症による生活様式の変化に伴い今後も加速していくと考えられ、事

業の実施や業務の見直しにおいてもこのことを意識した取り組みを検討します。 

 

（５）歳入確保の徹底、新たな財源の創出 

  本市の根幹となる市税収入について、課税客体の的確な捕捉に努めるととも

に、目標収納率達成を目指し、公法上の統一基準による債権回収強化、管理滞

納処分の徹底を図ります。各種使用料等についても負担の公平性の観点から収

入未済額を解消し、不納欠損が生じることがないよう対策を講じ、債権管理条

例に基づく適正管理、滞納処分の実施に努めます。また、広告収入や市有財産

の貸付、売却をはじめ有形・無形の資産の有効活用、条例の規定に基づく効率

的な基金運用などを推進するほか、既存のふるさとづくり寄附金の増収、企業
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版ふるさと納税の活用等あらゆる創意工夫を行い、財源の確保に努めます。 

国、県の特定財源の確保を第一に考え、各種補助制度について、様々な方法

を用いて情報取集・発信を積極的に行った上で最大限活用するとともに、地方

債の活用についても検討します。 

 

（６）公共施設の適切な管理・運営 

公共施設の老朽化対策等については、福津市公共施設等総合管理計画および

個別施設計画に基づき、維持・更新費用の軽減・平準化を図ります。また、効

率的な予算執行と適正な維持管理を行うため、施設の優先度に応じた管理体制

のもと経費の削減に努めます。 

公共施設の整備・運営にあたっては、民間の資金や創意工夫を活用すること

により、効率的かつ効果的であって良好なサービスを実現するため、多様なＰ

ＰＰ／ＰＦＩの活用や指定管理者制度の導入、民営化も含めて検討を行います。 

 

（７）行財政改革の推進 

 今後は、高齢化社会の進展等に伴う社会保障関係経費や、老朽化した公共施

設の改修・更新費用、児童・生徒数の増加による教育関係経費の増加が見込ま

れ、本市財政を取り巻く環境は楽観視できないことから、引き続き行政の効率

化に努めなければなりません。令和３年度に策定した「第３次福津市行財政改

革大綱」の取り組みを計画的に進め、持続可能な行財政構造を構築し、市民サ

ービスの維持・向上を図ります。 

 

（８）受益者負担の適正化 

 財政状況が厳しくなる中、経費の節減や事務の効率化に努めるのは当然のこ

とですが、公共施設の使用料についても、その算定根拠を含め、市民がより理

解し納得できるような形に改め、公共施設を利用する受益者と利用しない人と

の均衡を図るという観点からも、早急な適正化が必要です。 

また、公共施設の使用料に限らず、サービスの提供内容に対して受益者負担

額が低いものや公有財産の減免、無償貸与についても見直しを行い、維持管理

費用の安定した財源の確保や、市民の間にある負担の公平と、サービスの均衡

につなげるため、引き続き受益者負担のあり方について見直しを行います。 

 

（９）補助費等の見直し 

補助金については、団体補助等の対象経費の明確化、運営費補助の原則廃止、

公益性の明確化を念頭に必要性や事業内容の検証を行います。国・県の補助制
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度に上乗せしている事業や効果の薄い少額負担金、謝金等の報償費についても、

必要性及び妥当性を検証し、随時見直しを行います。 

 

（１０）特別会計・企業会計における独立採算制の原則の確保 

特別会計については、特別会計の設置目的に応じて、会計間の経費負担の適

正化を図るとともに、一般会計からの繰入金については、繰出基準に基づくも

のに限るなど、真に必要な額を計上しました。 

企業会計については、独立採算を前提に、経営の一層の合理化、効率化を積

極的に推進し、経費の削減に努めつつ、長期的な収支見通しに立った経営の健

全化に努めます。また、一般会計からの繰入金については、繰出基準を明確に

し、基準外繰出の削減に努めます。 
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２ 予算の概要 

 

 令和４年度当初予算の総額は、一般会計及び特別会計、企業会計を合わせた５

会計で、総額を４４，０３０，５０２千円、前年度に比べ３９５，１０４千円、

０．９％の増としています。 

 

【一般会計】 

  （単位：千円） 

令和４年度 

（当初予算） 

令和３年度 

（６月補正後予算） 

比  較 

増△減 伸び率(%) 

27,545,838 27,009,788 536,050 2.0 

 

一般会計予算の総額を２７，５４５，８３８千円、前年度予算の総額に比べ５

３６，０５０千円、２．０％の増としています。 

歳入において、市税は人口の増加等を見込み、総額を６，８２５，０５４千円、

前年度に比べ１８２，２４５千円、２．７％の増を見込んでいます。 

次に基金繰入金については、実施計画に基づく事業に充当するためのまちづく

り基金、小中学校校舎施設整備事業等の教育施設の建設費に充当するための教育

施設建設準備基金、公共施設の老朽化に伴う更新、維持補修の経費に充当するた

めの公共施設等総合管理基金等特定目的基金、その他、扶助費等の義務的経費や

物件費の増額に伴う財源不足補てん、調整のための財政調整基金を繰り入れて編

成しています。 

また、地方交付税につきましては、普通交付税について、前年度実績額をベー

スとして、地方財政計画における伸び率等を参考に推計を行い、特別交付税を含

め対前年度で１２．０％の増を見込んだ編成としています。 

市債については、狭あい道路整備促進事業債、橋梁長寿命化修繕事業債、通学

路交通安全対策事業債等に係る公共事業等債７６，３００千円、消防自動車整備

事業債に係る防災対策事業債１４，９００千円、福間中学校整備改修事業や津屋

崎小学校整備改修事業等に係る学校教育施設整備事業債８５８，６００千円、道

路ストック修繕更新事業に係る公共施設等適正管理推進事業債５１，７００千円、

その他一般会計出資債３，３００千円を計上しています。 

臨時財政対策債については、地方財源不足の解消により地方財政計画では伸び

率が大幅に減となったことを勘案し、６１０，０００千円、前年度に比べ５６．

０％の減としています。 
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歳出においては、増加した主な要因としましては、総務費において、共働のふ

るさとづくり寄附金促進事業やふるさとづくり寄附金積立金、社会保障・税番号

制度関連事業の増額により前年度に比べ２０３，５６４千円、７．３％の増とし

たこと、民生費において、障害児通所支援事業、自立支援給費事業の増額や、保

育士処遇改善臨時特例事業の実施により前年度に比べ４６０，３８８千円、４．

３％の増としたこと、土木費において、狭あい道路整備促進事業や公園改修事業、

久末ダム対策事業の増額により、前年度に比べ１１７，０２６千円、７．１％の

増としたことなどによるものです。 

こうした歳入歳出における変動要因により、総額で前年度に比べ５３６，０５

０千円、２．０％予算規模が増加する結果となっています。 

 

歳  入 

   （単位：千円） 

款･項 
令和４年度 

（当初予算） 

令和３年度 

（６月補正後予算） 

比  較 

増△減 伸び率(%) 

1.市税 6,825,054 6,642,809 182,245 2.7 

  1.市民税 3,337,050 3,156,665 180,385 5.7 

  2.固定資産税 2,969,900 2,974,220 △4,320 △0.1 

  3.軽自動車税 171,202 166,048 5,154 3.1 

  4.市たばこ税 346,902 345,876 1,026 0.3 

まず歳入では、市民税のうち、個人については人口増加による納税義務者数の

増加を見込み、法人については新型コロナウイルス感染症による影響の縮小を見

込み、市民税総額を３，３３７，０５０千円、前年度に比べ１８０，３８５千円、

５．７％の増としています。固定資産税については、新型コロナウイルス感染症

の影響による徴収猶予分の減少を見込み、総額を２，９６９，９００千円、前年

度に比べ４，３２０千円、０．１％の減としています。軽自動車税については、

登録台数の伸びを見込み、総額を１７１，２０２千円、前年度に比べ５，１５４

千円、３．１％の増としています。また、市たばこ税については、令和３年１０

月税率改正の影響を見込み、総額を３４６，９０２千円、前年度に比べ１，０２

６千円、０．３％の増としています。市税全体でみると総額を６，８２５，０５

４千円と見込み、前年度に比べ１８２，２４５千円、２．７％の増としています。 
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   （単位：千円） 

款 
令和４年度 

（当初予算） 

令和３年度 

（６月補正後予算） 

比  較 

増△減 伸び率(%) 

11.地方交付税 5,896,000  5,263,000  633,000 12.0 

地方交付税は、総務省が示した地方財政計画においては、総額で３．５％の増

となっています。今年度は、普通交付税算定の基礎数値の一部について、国勢調

査人口を反映した見直しが行われるため、本市においては普通交付税が増加する

ものと見込まれます。基準財政需要額及び基準財政収入額の試算結果により、総

額を５，８９６，０００千円と見込み、前年度に比べ６３３，０００千円、１２．

０％の増としています。 

   （単位：千円） 

款 
令和４年度 

（当初予算） 

令和３年度 

（６月補正後予算） 

比  較 

増△減 伸び率(%) 

15.国庫支出金 6,262,858 5,620,009  642,849 11.4 

16.県支出金 2,355,661 2,180,403  175,258 8.0 

次に、国庫支出金については、史跡等購入費補助金の皆増や、障害児支援給付

費負担金、学校施設環境改善交付金の増額により、総額を６，２６２，８５８千

円とし、前年度に比べ６４２，８４９千円、１１．４％の増としています。 

県支出金については、史跡等購入費補助金の皆増や、障害児支援給付費負担金、

障害者自立支援給付費負担金の増額により、総額を２，３５５，６６１千円とし、

前年度に比べ１７５，２５８千円、８．０％の増としています。 
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１．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち 

歳  出 まちづくり計画７つのテーマ別目標像における重点施策 

 

 

 

基本方針１ 
子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を

促進する 

①家庭児童相談室運営事業 

子どもや保護者からの子どもに関する心配や悩みを受け、関係機関と連携

し早期に効果的な問題解決を図るための支援を行います。面談や電話での相

談、家庭訪問を行い、支援が必要な家庭への助言や適切なサービスの提供、

虐待防止につなげるための経費として、１１，１２０千円を計上しました。 

 

②教育相談事業 

いじめや不登校などの諸問題に関して、学校・家庭・地域・関係機関等が

密接に連携し、きめ細やかで継続的な支援を行うため、スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカーを配置し、教育相談体制の充実強化を図り

ます。このための経費として、１５，２４１千円を計上しました。 

 

③小学校水泳授業外部委託事業 

児童数が増加している福間小学校及び福間南小学校における水泳授業の施

設利用と指導を民間スイミングクラブに委託することで、より高い安全性と

計画的な授業時数の確保を図るための経費として、１９，３８４千円を計上

しました。 

 

④福間中学校整備改修事業 

校舎の老朽化と生徒数の増加に対応した増築建替えのため、福間中学校改

築工事を実施します。平成３１年度（令和元年度）から令和４年度までの継

続事業で、令和４年度は旧管理特別教室棟や仮設校舎の解体、給食棟の増築

のほか、日蒔野第２調整池の一部を運動場として整備するための設計業務を

実施する経費として、６８３，７９９千円を計上しました。 

 

 

 

-11-



基本方針２ 子育て中の親を支援する環境を充実させる 

①医療的ケア児等総合支援事業 

在宅の医療的ケア児の看護や介護を行う家族のレスパイト（休息）を目的

として、健康保険法適用対象外の訪問看護の利用に係る経費の助成を行いま

す。このための経費として、１，４４１千円を計上しました。 

 

②医療的ケア児保育支援事業 

医療的ケアが必要な児童の受け入れのため、大和保育所では看護師を配置

し、私立認可保育園では看護師配置のための費用に対し、補助金を交付しま

す。このための経費として、８，５２２千円を計上しました。 

 

③保育所等における業務効率化推進事業 

ＩＣＴ等を活用した業務システムを公立保育所に導入するとともに、私立

認可保育園に対しては導入費用の一部を補助することで、職員の事務負担の

軽減を図ります。このための経費として、７，１３４千円を計上しました。 

 

  ④子育て世代包括支援センター事業 

包括的に切れ目なく安定的な子育て支援を行うため、各家庭の状況に応じ

た事業の利用支援や相談支援、子育てに関する情報発信等を実施します。こ

のための経費として、１，９７８千円を計上しました。 

 

⑤産後ケア事業 

産後の心身の機能回復や養育等に不安を持つ産婦が、安心して子育てがで

きる支援体制を確保するための経費として、９７２千円を計上しました。 

 

基本方針３ 豊かな体験を育み、社会に開かれた教育を推進する 

①地域学校協働活動事業 

学校と地域の架け橋となる役割を担う地域学校協働活動推進員（地域コー

ディネータ）、統括地域学校協働活動推進員（統括コーディネータ）を配置

し、地域と学校が目標を共有して行う「双方向の連携・協働型の活動」の充

実を目指します。このための経費として、２，４５１千円を計上しました。 
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２．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち 

②アンビシャス広場推進事業 

放課後等の子どもの居場所を確保するとともに、自主性、自立性や社会性、

豊かな感性や創造性、体力や運動能力を育むなど、子どもたちの健全な育成

を図ります。このための経費として、１，３２９千円を計上しました。 

 

 

 

基本方針１ 郷づくりによる地方自治の推進を支援する 

①防犯灯ＬＥＤ化支援事業 

自治会が維持管理する防犯灯をすべてＬＥＤ化する際の、工事費の一部を

市が補助します。このための経費として、１，２５５千円を計上しました。

補助事業の実施期間は令和６年度までです。 

 

②共働推進事業 

まちづくり基本条例や郷づくり基本構想を見直し、郷づくり制度のあり方、

交付金制度の検証等の課題について検討するため、福津市共働推進会議を開

催します。このための経費として、３３３千円を計上しました。 

 

基本方針２ 郷づくりの担い手育成と幅広い市民参加を促進する 

  ①郷づくり活動拠点維持管理事業 

   郷づくりの活動拠点となる「郷づくり交流センター」の維持管理を行うと

ともに、活動の継続と活性化を図るための環境を整えるための経費として、

５，７９１千円を計上しました。 

 

基本方針３ さまざまな個人や団体間の共働を推進する 

  ①住みよいまちづくり推進企画活動補助事業 

市内で自主的、主体的な企画活動している団体に対して、補助金を交付し

て活動を支援することにより、住みよいまちづくりに参画する市民を増やし、

自立した団体へと育成支援することを目指し、このための経費として、１，

９２６千円を計上しました。 
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３．健康：健康で生き生きと暮らせるまち 

  ②中間支援機能構築事業 

   多様な人財による共創のまちづくりの実現を目指し、市民共働・公民連携

の取組みを促進する中間支援機能の立ち上げ及び効果的運営に取り組みま

す。「幸せのまちづくりラボ（仮称）実施方針」に基づき、令和４年度は運

営体制の構築や市民活動等の情報収集に注力し、事業を展開します。このた

めの経費として、２１，５８５千円を計上しました。 

 

 

 

基本方針１ 日常の中での健康づくりの取り組みを推進する 

①新型コロナウイルスワクチン接種事業 

新型コロナウイルス感染症のまん延防止を図り、死亡者や重症者の発生を

できる限り減らすため、ワクチン接種を円滑に行うための経費を２０５，５

５９千円計上しました。 

 

②がん検診及びがん検診推進事業 

 がんの早期発見、早期治療により、がんによる死亡率を低下させ、市民の

ＱОＬ（生活の質）を保つため、がん検診を行います。このための経費とし

て、３６，６８７千円を計上しました。 

 

基本方針２ 生涯学習や活躍の機会を通じた生きがいを増進する 

①電子図書館運営事業 

   図書館への来館が困難な人やコロナ禍で外出を控えている人のために電

子図書館サービスを展開し、市民の生活・活動に役立つ読書支援を推進する

ための経費として、２，０６８千円を計上しました。 

 

②カレッジ講座運営事業 

   ふるさとや地域、自分たちの住んでいるところである「郷」に学び、育て

られ、また、「郷」をみんなで育てていく、福津の「ひと・もの・こと」を

生かした福津市独自の総合学習システム「郷育カレッジ」を開催・運営する

ための経費として、１，６９０千円を計上しました。 

-14-

４．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち 

基本方針３ すべての人の自己決定や意思尊重を大切にするしくみを育てる 

①男女共同参画推進事業 

   男女共同参画ワーキング会議やプレパパ講座、デートＤＶ講座等の啓発事

業や、ＤＶやハラスメントをはじめとしたトラブルに苦しむ市民の相談を受

け、適切な相談窓口を紹介し、専門家のアドバイスを得る機会を提供するこ

とにより、深刻な被害を未然に防ぎ、解決に導くための相談事業の経費とし

て、１，３９５千円を計上しました。 

 

②パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度事業 

「パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度」を導入し、性的マイノ

リティのカップルが大切なパートナーやその子と共に人生を歩んでいく上で

の支援を行うとともに、性的マイノリティに関する正しい知識と理解が得ら

れるように広く周知を図ります。このための経費として、６８１千円を計上

しました。 

 

 

 

 

基本方針１ 災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する 

①国土強靭化地域計画策定事業 

   大規模な自然災害から市民の生命・身体・財産を保護するため、事前防災・

減災、迅速な復旧・復興など、大規模災害に備えた強靭なまちづくりを進め

るため、国土強靭化地域計画を策定します。このための経費として、３，４

８４千円を計上しました。 

 

②消防自動車購入事業 

   消防団には１１分団の陸上分団があり、火災等の災害を鎮圧・制圧するた

め、それぞれに消防自動車を２台（第３・第４分団は 1台）配備しています。

２５年程度を目途に、老朽化した車両を更新しており、令和４年度は 1台を

更新します。このための経費として、１９，９１０千円を計上しました。 

 

-15-



基本方針２ 暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する 

①コミュニティバス運行委託事業 

   市民生活を支える持続可能な公共交通網を形成するため「ふくつミニバ

ス」（市内５ルート）の円滑な運行、待合環境の改善や交通空白地への補助

などを行います。このための経費として、４９，０４２千円を計上しました。 

 

  ②通学路交通安全対策事業 

   改善の必要性が地域要望として求められている通学路において、通学路の

危険箇所を解消し、安全性の向上を図るため、交通安全施設の設置等を進め

る経費として、３５，０００千円を計上しました。 

 

  ③狭あい道路整備促進事業 

   道路幅員４．０ｍ未満の狭あい道路について、地域交通の快適さや安全性

並びに緊急車両通行の問題を解消するため、拡幅・改良の経費として、６５，

７４０千円を計上しました。 

 

④橋梁長寿命化修繕事業 

市が管理する道路橋梁の個別施設計画に基づき、計画的な修繕及び補修に

努めることで長期的な維持管理の経費を抑制するため、計画的な点検調査や

予防保全工事を行います。このための経費として、６８，２２０千円を計上

しました。 

 

基本方針３ 社会資本の有効活用と改善の推進体制を整備する 

  ①防災事業 

   備蓄計画に基づく非常用の備蓄品の購入、地域防災力強化の取り組みとし

て防災講習会の開催、市民の防災意識向上を図るための経費として、１，８

９０千円を計上しました。 
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５．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち  

 

 

 

基本方針１ 受け継がれてきた自然を守り、育てる 

  ①福津市生物多様性地域戦略推進事業 

   地域の生物多様性を守るための取り組みを広く共有し、継承していくため、

環境シンポジウムの開催や教育機関等における環境学習を実施します。この

ための経費として、２１８千円を計上しました。 

 

基本方針２ 福津の環境を受け継ぐ子孫のために、地球温暖化を緩和する 

  ①森林経営管理事業 

森林環境譲与税を原資として、福津市森林整備計画に定められた森林につ

いて、森林所有者に対し経営管理意向調査を実施の上、経営管理権集積計画

を作成します。また、森林整備に関する施策、森林の有する公益的機能に関

する普及啓発、木材の利用促進等を実施します。このための経費として、２，

７１９千円を計上しました。 

 

基本方針３ 快適な生活環境をつくる 

  ①し尿処理施設整備事業 

   適正な、し尿処理により公衆衛生の確保を図るため、古賀市と合同で古賀

市に令和５年度に供用開始する処理場を建設します。また、処理場周辺環境

に配慮するため、し尿収集運搬車両の整備に要する経費に対し補助金を交付

します。このための経費として、６４，５６８千円を計上しました。 
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６．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち 

基本方針４ 環境を守るための地域共働のしくみをつくる 

  ①環境フォーラム開催事業 

   市民、市民団体、教育機関、事業者と連携し、市内での環境保全活動の取

り組みの紹介を中心に、展示ブースの設置、体験イベント、ステージイベン

トを行い、次世代間の交流や環境学習の機会の場としての充実を図るための

経費として、２０１千円を計上しました。 

 

 

 

基本方針１ 農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる 

  ①農業次世代人材投資資金事業 

   若手農業者の育成が今後重要な取り組みとなっており、新規就農の増加を

図るため「人・農地プラン」に中心となる経営体として位置づけられた５０

歳未満で新規就農する者に補助を行う経費として、３，０６０千円を計上し

ました。 

 

②活力ある高収益型園芸産地育成事業 

   園芸農業の生産額の増大と持続的な発展を図るため、先進技術の導入や省

力機械等の整備に対する補助金を交付します。このための経費として、１，

２０２千円を計上しました。 

 

③農村環境整備事業 

 農業用施設を保全し農業経営の基盤を強化するため、市内の農業用ため池

や水路、農道等の施設において改修の要望が出されているものを、県単独補

助事業を活用し整備します。このための経費として、５，４４６千円を計上

しました。 

 

④水産振興補助事業 

 水産業の振興及び漁獲髙の安定を図るため、宗像漁協が行う漁場の保全、

営漁改善、漁港施設の修繕等の事業に対して補助金を交付します。このため

の経費として、４，６２５千円を計上しました。 
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７．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち 

  

基本方針２ 多様な産業が連携し、地産地消を促進する 

  ①地域商社「福津いいざい」事業 

   第２期福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる「地域資源を生か

した魅力ある稼ぐしごとづくり」を踏まえ、福津産の農・水産物の流通活性

化を目指します。そのために、農業・水産業の振興の一翼を担う地域商社「福

津いいざい」の活動を支援し、市内直販所と連携、福津産品の販路開拓や地

産地消の推進に取り組みます。このための経費として、３，０１５千円を計

上しました。 

 

基本方針３ 起業・継業促進と事務所誘致で、働く場を増やす 

  ①中小企業者支援事業 

市内事業者の現状を把握するとともに、経営革新計画の承認を受けた事業

者が、その計画に従って新分野展開を行った場合や新たな商品開発・サービ

スの提供、新たな生産方法等を導入する場合に対象経費の一部を補助し、事

業者の経営基盤の強化を支援します。このための経費として、１０，４２０

千円を計上しました。 

 

 

 

 

基本方針１ 国内外の人が何度も訪れたくなる魅力を磨く 

  ①世界遺産保存活用事業 

   新原・奴山古墳群の展望所における観光ガイドの委託やタクシークーポン

券を活用した公共交通対策を行うとともに、県や宗像市と連携して世界遺産

をＰＲし、来訪促進及び利便性の向上を図ります。また、地元市民や企業、

団体等と一緒に花いっぱい活動に取り組み、来訪者に魅力を発信します。こ

のための経費として、７，６２３千円を計上しました。 
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 ②観光協会補助事業 

   福津市の観光事業の振興、地域の活性化及び文化の向上、観光客の増加を

図るため、ふくつ観光協会に補助金を交付します。令和４年度からは世界遺

産関連の事業を行い、観光の視点から世界遺産の価値や魅力発信の取組を行

います。このための経費として、４，２６８千円を計上しました。 

 

③観光地域づくり法人（ＤＭＯ） 事業 

地域間交流等を生かし、地域の稼ぐ力を引き出す観光地域づくりの実現に

向け、令和３年度に観光庁のＤＭＯ候補法人の登録を受けた「ひかりのみち

ＤＭＯ福津」の取り組みに対し補助金の経費として、１８，５６８千円を計

上しました。 

 

基本方針２ 観光拠点を整備し、観光消費額を拡大する 

①まちおこしセンター管理運営事業 

  津屋崎千軒の観光拠点、及び地域活性化の場として「まちおこしセンター

津屋崎千軒なごみ」の管理運営を新しく選定した指定管理者により行います。

ウィズコロナ、アフターコロナを見据え、市民の交流の場や観光拠点として、

情報発信や周辺地域への回遊促進、観光資源の磨き上げなど地域観光の振興

を図ります。このための経費として、１２，６９２千円を計上しました。    

 

基本方針３ ブランドの構築や管理、販売促進のための活動を強化する 

①産品消費拡大・販売促進事業 

福津市産の農水産品のＰＲ活動、既存商品のブラッシュアップや商品開発

に取り組み、ブランド力のある福津産品の創出を目指します。また、市産品

のブランディングを推進することで、福津産品の消費拡大を目指します。こ

のための経費として、１３，５０６千円を計上しました。 
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８．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方  

 

 

  

①行政経営システム構築事業 

  まちづくり基本構想に掲げる「創造的な行政経営による変革」を進めるた

め、行政経営システムを構築するとともに、職員の行政経営についての考え

方や必要性への理解向上を図ります。このための経費として、２，００２千

円を計上しました。 

 

②広報紙発行事業 

 市政への理解を深めてもらうため、事業内容の企画を中心とした特集や、

各種市政情報のお知らせ・提供などを掲載し広報紙を、月１回発行・配布し

ます。このための経費として、３０，５１４千円を計上しました。 

 

③共働のふるさとづくり寄附金促進事業 

ふるさと納税制度を活用して財源の確保を図るとともに、福津産品のＰＲ

や市内経済の好循環を生み出すための経費として、３７１，３６３千円を計

上しました。 

 

④市民窓口改善事業 

   住民異動や証明発行等業務及び総合案内業務を民間委託し、繁忙期におい

ても柔軟な人員配置を行うなど、混雑緩和及びスピ－ドアップを図り、持続

的に安定した窓口サービスを一体的に提供しています。このための経費とし

て、３０，３８５千円を計上しました。 
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【国民健康保険事業特別会計】 

   （単位：千円） 

特別会計 令和４年度  令和３年度  
比  較 

増△減 伸び率(%) 

国民健康保険事業 6,614,248  6,629,240  △14,992 △0.2 

  

持続可能な医療保険制度を構築するため、県と市が国民健康保険を共同運営

（県単位化）して５年目となります。県全体において被保険者は一貫して減少傾

向にあり、特に令和４年以降は、団塊の世代が後期高齢者となることや被用者保

険の適用拡大から、大きく減少する見込みになっています。 

１人当たりの医療費は、医療費適正化の取り組みを進めているものの、高齢化

の進展、医療技術の高度化、高額薬剤の保険適用により、年々増加しており、そ

の傾向は今後も続くと考えられます。 

令和４年度当初予算について、被保険者の減少により、予算総額６，６１４，２

４８千円（前年度比１４，９９２千円減）で編成しました。 

令和４年度の一人当たりの国民健康保険事業費納付金（以下「納付金」という）

は１３８，５３９円で、前年度に比べ５，１７０円、３．７％の増となっています。

令和５年度で激変緩和は収束し、納付金はさらに増額になることは必至のため、今

後保険税率等の見直しが必要になります。 

将来的に健全な国民健康保険事業の運営を行うためには、自助、共助、公助のバ

ランスを取りながら、受益者負担を原則とし、加入者間で支え合わなければなりま

せん。新たな制度として、令和４年度から未就学児の均等割軽減の制度が導入され、

軽減分は国１／２、県１／４、市１／４の公費負担になります。 

国民健康保険の財政運営に大きく影響する医療費適正化の一環として導入さ

れた保険者努力支援制度を活用し、特定健診受診率の向上や重症化予防など、デ

ータヘルス計画に基づき効果的、効率的な保健事業及び健康づくり推進事業に取

り組みます。 

健康寿命を延ばすためのこうした取り組みを広く市民に周知し、一人一人が健

康に対する意識を高めていけるように努めます。また公平に保険給付を享受でき

るための国民健康保険事業の財源である保険税について、さらなる徴収率の向上

に取り組みます。 
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歳  入 

国民健康保険税は、県単位化による納付金の財源として賦課徴収することになり

ます。県から示された納付金額等をもとに保険税率を算定することで、財源不足が

生じないようにする必要があります。しかしながら以下に示すように新型コロナウ

イルス感染症の影響もあり、令和４年度の保険税率は、国の激変緩和措置だけでな

く、国保特別準備基金を活用し、据え置きとしました。 

国民健康保険税の予算額については、一般被保険者分と退職被保険者分を合わせ

て、１，２３７，８６１千円を計上しています。後期高齢者医療制度への移行や被

用者保険加入者の増加により、被保険者数は全体として減少しています。また、新

型コロナウイルス感染症の影響のある令和３年中の所得により、保険税の調定額も

減少が見込まれるため、前年度に比べて３２，１０７千円、２．５％の減となって

います。 

保険給付費等交付金は、市が支出した保険給付費に対し県から全額交付される普

通交付金４，６６４，１５９千円、保険者の取り組みや成果を評価指標として交付

される保険者努力支援分などの特別交付金１６９，１８０千円となっており、県負

担金は、合計４，８３３，３４０千円を計上しています。 

繰入金については、保険税軽減分及び支援分を合わせた保険基盤安定繰入金３５

２，８５３千円、財政安定化支援事業繰入金７２，３８４千円、新たな未就学児均

等割保険料繰入金４，２５４千円などの法定内繰入金総額５１６，７７０千円、基

金繰入金１８，８８８千円を計上しています。 

 

歳  出 

総務費については、総務管理費や徴税費、国民健康保険団体連合会負担金など

の費用７３，８４９千円を計上しています。 

国民健康保険事業の歳出の大部分を占める保険給付費については、４，６９７，

６２３千円を計上しています。被保険者のうち前期高齢者の占める割合が高く、中

でも７０歳以上の割合が高いことや医療の高度化によって、一人当たりの医療費の

増加が見込めるものの、被保険者数の減少等により前年度に比べて３，６５２千円、

０．１％の減となっています。 

国民健康保険事業費納付金は、県が算定した数値をもとに、医療給付分１，２

７０，５６２千円、後期高齢者支援金等分３７８，４６１千円、介護納付金分１１

９，４３４千円で、合計１，７６８，４５７千円を計上しています。前年度に比べ、

３，０８０千円、０．２％の減です。 

続いて、保健事業費では、特定健康診査等事業費５２，４８７千円、保健事業

費３，６００千円で、健康づくり推進事業として３，２７４千円、総額５９，３６
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１千円を計上しています。健康づくり推進事業としては、保険の種類を問わず市民

全体、特に４０歳から６４歳の若年層に対して健康増進室を利用し、健康づくりへ

の関心を持ってもらう狙いがあります。また特定健診の未受診者に対する勧奨を

強化し、受診率の向上に努めるとともに、生活習慣病の一次予防や重症化予防の

取り組みを更に進めていきます。 

また、保険者努力支援制度を積極的に活用するため、医療費適正化の取り組み

として、ジェネリック医薬品の普及促進に要する経費、頻回及び重複受診者に対

する訪問指導などを計上しています。 

 

 

【後期高齢者医療事業特別会計】 

   （単位：千円） 

特別会計 令和４年度   令和３年度 
比  較 

増△減 伸び率(%) 

後期高齢者医療事業 1,183,801 1,125,039 58,762 5.2 

 

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の高齢者の方々に安心して必要な医療を受け

ていただくとともに将来にわたって国民皆保険を堅持するため、その医療費を国民

全体で支える制度です。市では、団塊の世代が後期高齢者に移行する令和４年度中

に被保険者数が１０,０００人に達する見込みで、令和６年頃までをピークに被保

険者数の増加は続くものと見込まれます。 

また、福岡県の後期高齢者一人当たりの医療費は、全国で一番高い状況が続いて

おり、医療の高度化や高額医薬品の開発などにより、今後も一定の伸びが見込まれ、

被保険者数の増加と相まって、増加していくことが予想されます。 

このような状況の中、福岡県後期高齢者医療広域連合においては、制度を安定的

に運営していくために、健全な財政運営と医療費の適正化、被保険者の健康づくり

などの取り組みを一層推進することが課題となっています。そこで、生活習慣病の

早期発見及び早期治療等を目的として健康診査や歯科検診を実施するほか、高齢者

の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業を令和６年度までに全市町村で実施

することを目指しています。 

市では、令和３年度から高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業を開

始しており、国保の保健事業や介護保険の地域支援事業と連携して、後期高齢者の

健康寿命の延伸を図るため取り組みを行っています。地域の健康課題の分析と対象

者の把握を行い、高齢者に対する個別的支援及び通いの場等への積極的な関与にて
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健康支援を行い、令和４年度は実施地域を拡大して取り組みます。 

なお、全世代対応型の社会保障制度を構築するため、後期高齢者医療における窓

口負担割合の見直しが行われます。令和４年１０月１日から、一定以上の所得があ

る人は、現役並み所得者を除き、医療費の窓口負担割合が２割になります。 

 

歳  入 

後期高齢者医療保険料については、９２１,９２８千円を計上し、前年度比４．

１％増となっています。被保険者数が前年度比５．４％の増加見込みであることが

主な増加要因です。 

一般会計繰入金については、総額２５４,６４１千円を計上しています。 

その内の事務費繰入金は、５３,５８９円、前年度に比べ５,６８６千円、１１．

９％増で、主な要因は、事務費負担金繰入金の増加によるものです。また、保険料

軽減分に対して公費で補てんする保険基盤安定繰入金については、２０１,０５２

千円、前年度に比べ１５,５６２千円、８．４％増で対象者の増加により見込んで

います。 

高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業受託金については、７,１７

５千円、前年度に比べ１,１０１千円、１８．１％増で実施地域の拡大により見込

んでいます。 

 

歳  出 

後期高齢者医療の窓口負担割合の見直しに伴い、被保険者証を２回交付すること

になるため、一般管理費でその分の郵送料を含む通信運搬費６,１１２千円を計上

しています。 

通常経費としては、福岡県後期高齢者医療広域連合への事務費負担金２２,７６

９千円、保険料等負担金１,１２３,０３０千円を計上しています。 

健康長寿講演会の実施については、講演会で行うロコモ予防体操の指導協力者謝

金として１０千円を計上しています。 

高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業については、１,４９２千円

を計上しています。 
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【介護保険事業特別会計】 

   （単位：千円） 

特別会計 令和４年度  令和３年度 
比  較 

増△減 伸び率(%) 

介 護 保 険 事 業 5,443,581 5,417,516   26,065 0.5 

 

令和４年度の当初予算は、予算総額５，４４３，５８１千円（前年度比０．５％

増）で編成しました。第１号被保険者数を１８，８９７人、介護認定率は１４％前

後の推移で見込み、介護給付費４，９９６，３２５千円、地域支援事業費２６６，

０４１千円を計上しました。第８期（令和３～令和５年度）の介護保険料の基準月

額は、第７期と同額の５，２５０円としています。令和４年度も、消費税引き上げ

に伴う低所得者対策として、介護保険料の負担軽減が実施される予定です。介護保

険事業を運営するための一般会計からの繰入金は８７１，１８０千円です。 

市の要介護認定率は、国平均、県平均を下回り１４％前後で推移しているものの、

市の人口構造から、今後は７５歳以上の被保険者が急増し、認定率の上昇とともに

介護給付費が増加することが予想されます。市民一人一人が、自ら介護状態になる

ことを予防するとともに、介護が必要な状態になっても悪化防止に取り組んでいく

ことが介護保険料の上昇抑制につながります。現状としては、介護度の重度化を防

ぐには、介護予防が最も効率的な方法であるため、令和４年度もリハビリテーショ

ン専門職と連携し、栄養・口腔ケアも含めた効果ある介護予防事業に取り組みます。 

「第９期高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画」（令和３～令和５年度の３

年間）の基本理念「人が大切にされ、みなが共に住むまち、ふくつ」に基づき、総

合事業、介護予防、生活支援体制整備、在宅医療・介護連携、地域ケア会議、認知

症施策、成年後見制度利用促進などの事業をすすめ、自分らしく安心して生活でき

るよう地域包括ケアシステムの構築を進めていきます。 

 

歳  入 

第１号被保険者の介護保険料は、基準月額の５，２５０円を基礎として、被保険

者数を１８，８９７人（前年度比１３０人増）、特別徴収と普通徴収を合わせた現

年度分収納率を９９．７４％で見込み、１，１４９，９２８千円（前年度比４６，

６７２千円減）を予算計上しました。この減少分は、令和３年度に介護保険料の所

得段階基準改正を行い、保険料の多数を占める第７段階から第９段階の所得段階の

境界の方の保険料が緩和されたことによります。 

平成３１年度から、国の低所得者対策として介護保険料の負担軽減策が実施され
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おり、今年度も実施される予定です。対象は介護保険料所得段階が第１～３段階の

方で、軽減される保険料は５５，３０４千円程度になると見込んでいます。国・県・

支払基金からの負担金については、歳出の保険給付及び地域支援事業に要する費用

の見込額に、それぞれ負担割合を乗じた額を計上しています。一般会計からの法定

内の繰入金は８７１，１８０千円（前年度比４，３６３千円減）計上しています。 

 

歳  出 

居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費及び施設介護サービス費等の保

険給付費については、直近の給付実績や令和３年度の給付費の推計、令和２年度か

らの伸び率等をもとにそれぞれ推計を行い、保険給付費全体で４，９９６，３２５

千円（前年度比１．０％増）を計上しています。地域支援事業は、介護予防事業を

継続してまいります。 

 

 

【公共下水道事業会計】 

      
(単位：千円） 

企業会計 令和４年度 令和３年度 
比較 

増△減 伸び率（％） 

公共下水道事業         

  

収益的収支 255,781 226,697 29,084 12.8 

  
下水道事業収益 2,235,975 2,114,188 121,787 5.8 

下水道事業費用 1,980,194 1,887,491  92,703 4.9 

資本的収支 △ 722,490 △ 698,152 △ 24,338 △ 3.5 

  
資本的収入 540,350 863,014 △ 322,664 △ 37.4 

資本的支出 1,262,840 1,561,166 △ 298,326 △19.1 

 

令和３年度決算見込額を精査するとともに、人口増加や公共下水道への接続数

の伸びに伴う汚水流入量に対する適切な処理等を行うための維持管理について、

必要な経費を見積もり、効率的で効果的な予算執行を念頭に置き、令和４年度の

予算編成をしています。 

 

収益的収支 

収入では、下水道使用料を対前年度１８，００５千円増（１．９％増）の９５

６，５９５千円と見込んでいます。 

支出では、処理場費を対前年度２４，９００千円増（６．５％増）の４０８，
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２３９千円を計上しています。浄化センター別の内訳は、福間浄化センター維持

管理費について、対前年度２０，７０３千円増（８．１％増）の２７６，２０６

千円を、津屋崎浄化センター維持管理費について、対前年度４，６１７千円増（３．

６％増）の１３１，５３３千円をそれぞれ計上しています。 

 

資本的収支 

収入では、企業債借入金及び国庫補助金を主なものとして、対前年度３２２,

６６４千円減（３７．４％減）の５４０，３５０千円と見込んでいます。 

支出では、管渠整備費として、対前年度２，１９５千円減（０．７％減）の３

０７，８２８千円を計上し、本木地区での管渠整備、若木台地区の長寿命化事業

を予定しています。また、処理場整備費として、対前年度比３２２，０００千円

減（６８．５％減）の１４８，０００千円を計上し、公共下水道施設再構築基本

設計の委託及び津屋崎浄化センターの更新工事を予定しています。 

企業債償還金については、対前年度２５，７５２千円増（３．４％増）の７８

０，００６千円を計上しています。この企業債償還金は、今後も確実に増え続け

ることから、補てん財源の確保など、公共下水道事業の経営状況は厳しくなるも

のと予測しています。 
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１．予算の概要 

 

（１）一般会計予算の概要 

 

 令和４年度の一般会計予算の総額は２７，５４５，８３８千円で、前年度比５３６，０

５０千円、２．０％の増となった。 

 

 歳  入  

 

歳入予算の推移                           単位：千円、％ 

  

令和４年度 

当初予算 

令和３年度 

６月補正後予算 
比    較 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率 

市 税 6,825,054 24.8 6,642,809 24.6 182,245 2.7 

地 方 交 付 税 5,896,000 21.4 5,263,000 19.5 633,000 12.0 

国 県 支 出 金 8,618,519 31.3 7,800,412 28.9 818,107 10.5 

繰 入 金 1,282,170 4.7 1,119,397 4.1 162,773 14.5 

市 債 1,614,800 5.8 3,093,700 11.5 △1,478,900 △47.8 

そ の 他 3,309,295 12.0 3,090,470 11.4 218,825 7.1 

合 計 27,545,838 100.0 27,009,788 100.0 536,050 2.0 

 

 

※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない個所があります。 

 

①  市税 

 前年度比で１８２，２４５千円増（２．７％） の６，８２５，０５４千円を計上した。 

 各税目で見ると、個人市民税が３，０６０，１８９千円で前年度比１３６，９９２千円

増（４．７％）、法人市民税が２７６，８６１千円で４３，３９３千円増（１８．６％）、

固定資産税が２，９６９，９００千円で、４，３２０千円減（△０．１％）となった。 
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※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない個所があります。 

 

②  地方交付税 

 前年度比で６３３，０００千円増（１２．０％）の５，８９６，０００千円を計上した。 

 普通交付税については、算定基礎数値の一部で国勢調査人口を反映した見直しが行われ

るため、基準財政需要額の増加を見込み増額としている。 

 

※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない個所があります。 

 

③  国県支出金 

 前年度比で８１８，１０７千円増（１０．５％）の８，６１８，５１９千円を計上した。 

 これは、子育て世帯生活支援特別給付金事業費・事務費補助金が１３１，５７９千円皆

減、小中学校施設の整備改修事業に係る負担金・交付金が３５６，６８６千円減（△６８．

３％）、新型コロナウイルスワクチン接種事業に係る負担金・補助金が２２７，２７４千円
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減（△５２．６％）となったものの、史跡等購入費補助金が国県あわせて１，０６３，３

２１千円、保育士や幼稚園教諭等の処遇改善臨時特例交付金が４１，１１８千円それぞれ

皆増、障害児支援給付費負担金が国県あわせて１９９，９４１千円増（５７．７％）、障害

者自立支援給付費負担金が国県あわせて９９，０００千円増（１１．８％）、生活保護費負

担金が国県あわせて２８，７２６千円増（３．４％）となったことなどが主な要因として

挙げられる。 

 

④  繰入金 

 前年度比で１６２，７７３千円増（１４．５％）の１，２８２，１７０千円を計上した。 

 これは、教育施設建設準備基金繰入金が３８３，１００千円減（△５９．０％）、まちづ

くり基金繰入金が１３４，５００千円減（△３３．３％）となったものの、公共施設等総

合管理基金繰入金が２０１，７００千円皆増、歳出における扶助費などの義務的経費や物

件費等の増加に伴う財源不足を補填するための財政調整基金繰入金が４７５，０００千円

増（７９１．７％）となったことなどによるものである。 

 

 

※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない個所があります。 

 

⑤  市債 

 前年度比で１，４７８，９００千円減（△４７．８％）の１，６１４，８００千円を計

上した。 

 これは、新共同調理場整備事業と津屋崎小学校整備改修事業に充当する学校教育施設等

整備事業債が２４２，６００千円皆増となったものの、福間中学校整備改修事業に充当す

る学校教育施設等整備事業債が１，０６９，４００千円減（△６８．５％）、臨時財政対策

債が７７７，０００千円減（△５６．０％）となったことが主な要因として挙げられる。 
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歳  出 

 

歳出予算の推移                           単位：千円、％ 

  

令和４年度 

当初予算 

令和３年度 

６月補正後予算 
比較 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率 

人 件 費 3,233,512 11.7 3,199,295 11.8 34,217 1.1 

物 件 費 3,897,880 14.2 3,858,146 14.3 39,734 1.0 

扶 助 費 8,127,187 29.5 7,681,727 28.4 445,460 5.8 

事 業 費 3,667,033 13.3 3,777,331 14.0 △110,298 △2.9 

公 債 費 1,950,337 7.1 1,991,300 7.4 △40,963 △2.1 

繰 出 金 2,442,898 8.9 2,409,398 8.9 33,500 1.4 

そ の 他 4,226,991 15.3 4,092,591 15.2 134,400 3.3 

合 計 27,545,838 100.0 27,009,788 100.0 536,050 2.0 

※事業費は、普通建設事業費と災害復旧事業費の合計。 

 

 

※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない個所があります。 

 

①  人件費 

 前年度比で３４，２１７千円増（１．１％）の３，２３３，５１２千円を計上した。 

 これは、職員退職手当組合の負担率の変更により、一般職退職手当組合負担金が６６，

８０９千円減額となったものの、会計年度任用職員数の増加等により、会計年度任用職員

の人件費が６４，０５７千円、消防団員の報酬体系の変更等により、消防団員の人件費が

２４，０２６千円それぞれ増額となったことなどが主な要因として挙げられる。 

 ※普通会計の人件費の推移については４３ページの「職員数及び人件費の推移（普通会計）」を参照 

 

②  物件費 

 前年度比で３９，７３４千円増（１．０％）の３，８９７，８８０千円を計上した。 

これは、キャッシュレス消費喚起委託料が４３，９７０千円、夕陽館の指定管理料が２

０，２００千円それぞれ皆減、新型コロナウイルスワクチン接種事業における予防接種委
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託料や通信運搬費等の物件費が１９２，５８３千円減額となったものの、社会保障・税番

号制度事務における申請出張サポート業務委託料が３７，３７８千円、福間小・福間南小

の水泳授業外部委託料が１９，３８４千円それぞれ皆増、個別予防接種事業における予防

接種委託料が４０，７９０千円、社会保障・税番号制度に係る戸籍システムや基幹系シス

テムの改修委託料が３１，８２６千円、共働のふるさとづくり寄附金事業の推進に伴い、

ふるさと納税包括業務委託料が１８，５４９千円、中間支援機能構築事業における委託料

が１５，２６３千円、がん検診委託料が１１，６２７千円それぞれ増額となったことなど

が主な要因として挙げられる。 

 

③  扶助費 

 前年度比で４４５，４６０千円増（５．８％）の８，１２７，１８７千円を計上した。 

 これは、児童扶養手当が１４，６２７千円、私立保育所運営委託料が１３，９５８千円

それぞれ減額となったものの、障害児支援給付費が２６６，５８８千円、障害者自立支援

給付費が１３２，０００千円、生活保護費が３１，４５８千円それぞれ増額となったこと

などが主な要因として挙げられる。 

 

④  事業費 

 前年度比で１１０，２９８千円減（△２．９％）の３，６６７，０３３千円を計上した。 

これは、古墳公園史跡等購入事業における物件等補償費や用地購入費が１，２０８，３

２２千円、小中学校トイレ洋式化事業が２３４，１６５千円それぞれ皆増、新設共同調理

場整備事業が１５９，２７７千円、津屋崎小学校整備改修事業が１０３，７５０千円、小

中学校の照明設備改修事業が２７，６６４千円それぞれ増額となったものの、日蒔野１２

３号線道路改良事業が３０，０００千円、サイクルツーリズム走行環境整備事業が２２，

４００千円それぞれ皆減、福間中学校整備改修事業が２，０３６，６２６千円減額となっ

たことなどが主な要因として挙げられる。 

 

⑤  公債費 

 前年度比で４０，９６３千円減（△２．１％）の１，９５０，３３７千円を計上した。 

これは、平成３０年度の臨時財政対策債や、平成３０年度の福間小学校大規模改造事業

に係る学校教育施設等整備事業債などの元金償還が始まるものの、平成１８年度の街路整

備事業やまちづくり基金造成事業等に係る合併特例事業債や、平成１３年度の臨時財政対

策債などの償還が終了することが主な要因として挙げられる。 

※普通会計の公債費の推移については４２ページの「市債の推移（普通会計）」を参照 

 

⑥  繰出金 

 前年度比で３３，５００千円増（１．４％）の２，４４２，８９８千円を計上した。 

これは、後期高齢者医療事業特別会計繰出金が２１，２４８千円、後期高齢者医療療養

給付費負担金が１７，０３０千円それぞれ増額となったことなどが主な要因として挙げら

れる。 
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⑦  その他 

 前年度比で１３４，４００千円増（３．３％）の４，２２６，９９１千円を計上した。 

これは、子育て世帯生活支援特別給付金が１２７，７００千円皆減、新型コロナウイル

スワクチン接種事業の医師等謝金が４４，５０８千円減額となったものの、し尿収集運搬

支援事業補助金が５２，５２５千円、納骨堂建替事業貸付金が４６，３２９千円、保育士

や幼稚園教諭等の処遇改善事業補助金が４１，３４３千円それぞれ皆増、共働のふるさと

づくり寄附金の推進によりふるさとづくり基金積立金が１００，０００千円、共働のふる

さとづくり寄附金促進事業の記念品代が４０，０００千円それぞれ増額となったことが主

な要因として挙げられる。 

517 

517 

233 

255 

876 

871 

783 

800 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

令和３年度

６月補正後予算

令和４年度

当初予算

繰出金の推移

国民健康保険

事業特別会計

後期高齢者医療

事業特別会計

介護保険事業

特別会計

後期高齢者医療

療養給付費負担金

単位：百万円
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（２）一般会計予算性質別経費等明細書

人件費 物件費 扶助費 事業費 公債費 繰出金

１ 192,515 26,419 120

２ 996,960 820,845 7,350 5,588

３ 669,206 259,960 7,473,242 22,837 2,442,897

４ 295,047 1,085,193 9,409 65,371

５ 3

６ 111,046 98,996 1,310 37,806

７ 51,232 58,813 300 17,391

８ 179,339 293,735 860 498,000

９ 52,177 39,767 23,660

10 685,990 1,214,149 634,596 2,992,249

11 4,130

12 1,950,337

13 1 1

14

3,233,512 3,897,880 8,127,187 3,667,033 1,950,337 2,442,898

11.7 14.2 29.5 13.3 7.1 8.9

一般財源 2,877,590 2,958,738 2,164,598 536,699 1,949,832 1,982,803

特定財源 355,922 939,142 5,962,589 3,130,334 505 460,095

3,199,295 3,858,146 7,681,727 3,777,331 1,991,300 2,409,398

11.8 14.3 28.4 14.0 7.4 8.9

34,217 39,734 445,460 △ 110,298 △ 40,963 33,500

1.1 1.0 5.8 △ 2.9 △ 2.1 1.4

報酬
給料
職員手当等
共済費
退職手当組
合負担金

旅費
交際費
需用費
役務費
委託料
使用料
備品購入費
原材料費

扶助費
委託料

工事請負費
公有財産購
入費
関連事務費

元利償還金 特別会計繰
出金

構　成　比　（％）

性質別経費
の財源内訳

前年度当初予算

構　成　比　（％）

対前年度増減額

対前年度増減率　（％）

計

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

民生費

性 質 別 内 訳

議会費

総務費

-36-

（単位：千円）

補助費等 その他 歳出合計 構成比(％)
義務的
経　費

一般行政
経　　費

投資的
経　費

その他
経　費

1,386 220,440 0.8 192,635 27,805

507,843 661,701 3,000,287 10.9 1,004,310 1,331,921 5,588 658,468

234,300 48,899 11,151,341 40.5 8,142,448 496,370 22,837 2,489,686

848,890 9,187 2,313,097 8.4 304,456 1,936,728 65,371 6,542

3 0.0 3

54,625 28,249 332,032 1.2 112,356 173,669 37,806 8,201

59,378 35,805 222,919 0.8 51,532 118,996 17,391 35,000

678,261 120,312 1,770,507 6.4 180,199 1,092,308 498,000

771,682 4,000 891,286 3.3 52,177 815,449 23,660

105,314 20,474 5,652,772 20.5 1,320,586 1,333,695 2,992,249 6,242

4,130 0.0 4,130

1,950,337 7.1 1,950,337

2 0.0 1 1

36,685 36,685 0.1 36,685

3,261,679 965,312 27,545,838 100.0 13,311,036 7,326,944 3,667,033 3,240,825

11.8 3.5 100.0 48.3 26.6 13.3 11.8

3,022,429 236,930 15,729,619 57.1 6,992,020 6,120,396 536,699 2,080,504

239,250 728,382 11,816,219 42.9 6,319,016 1,206,548 3,130,334 1,160,321

3,229,375 863,216 27,009,788 12,872,322 7,253,415 3,777,331 3,106,720

12.0 3.2 100.0 47.7 26.9 14.0 11.5

32,304 102,096 536,050 438,714 73,529 △ 110,298 134,105

1.0 11.8 2.0 3.4 1.0 △ 2.9 4.3

負担金
補助金
交付金
報償費

積立金
投資及び出
資金
貸付金
予備費

人件費
扶助費
公債費

物件費
維持補修費
補助費等

普通建設事
業費
災害復旧事
業費
失業対策費

積立金
投資及び出
資金
貸付金
繰出金
予備費

性 質 別 内 訳 経 費 別 分 類
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（３）一般会計予算節別明細書

１ ２ ３ ４ ５ ６

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林 水
産 業 費

１ 報酬 389,673 85,464 45,343 77,607 2,117 9,970

２ 給料 1,249,050 24,740 440,966 286,975 137,234 47,587

３ 職員手当等 873,317 44,173 292,384 177,898 96,700 33,772

４ 共済費 477,711 35,323 169,712 96,961 44,728 15,536

５ 災害補償費 0

６ 恩給及び退職年金 0

７ 報償費 319,025 100 249,709 4,665 36,771 662

８ 旅費 56,505 7,462 8,592 5,498 481 3 1,120

９ 交際費 1,350 500 800

１０ 需用費 474,093 3,611 85,742 35,343 29,063 23,801

１１ 役務費 179,730 3,981 83,224 26,517 22,667 1,049

１２ 委託料 5,273,390 10,420 560,564 2,306,457 1,027,936 92,101

１３ 使用料及び賃借料 520,698 467 94,659 6,363 6,436 759

１４ 工事請負費 3,109,075 5,588 2,895 52,780 21,478

１５ 原材料費 15,242 42 30 1,000

１６ 公有財産購入費 17,573

１７ 備品購入費 159,368 872 1,132 1,707 58

１８ 負担金・補助及び交付金 4,014,595 4,136 284,987 1,069,669 839,509 74,938

１９ 扶助費 5,541,014 5,363,929 7,684

２０ 貸付金 35,460 46,789

２１ 補償・補填及び賠償金 3,315

２２ 償還金・利子及び割引料 2,010,962 18,600 10 712

２３ 投資及び出資金 4,410 6,487

２４ 積立金 619,897 658,468 55 8,201

２５ 寄附金 0

２６ 公課費 658 63 77

２７ 繰出金 1,626,122 1,642,591

２９ 予備費 37,555

27,009,788 220,440 3,000,287 11,151,341 2,313,097 3 332,032

国庫支出金 5,620,009 3,243 141,789 4,159,124 226,992 26,098

県支出金 2,180,403 106,306 1,918,820 10,825 41,325

市債 1,706,700 3,300 4,600

その他 2,420,989 324 817,788 224,053 291,275 62,648

一般財源 15,081,687 216,873 1,934,404 4,849,344 1,780,705 3 197,361

財
源
内
訳

前 年 度
当 初 予 算

計
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（単位：千円）

７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４

商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費
災 害
復 旧 費

公 債 費 諸支出金 予 備 費

146 509 44,205 177,204 442,565 13.6

23,334 86,323 226,745 1,273,904 2.0

17,321 55,687 167,547 885,482 1.4

7,930 28,129 1,040 90,557 489,916 2.6

0 － 

0 － 

180 280 8,967 15,027 316,361 △ 0.8

183 747 17,300 11,193 46 52,625 △ 6.9

50 1,350 0.0

3,473 29,828 11,739 252,544 84 475,228 0.2

975 1,143 2,722 37,557 179,835 0.1

52,880 427,557 6,993 816,180 1,500 5,302,588 0.6

2,633 6,130 432 277,101 394,980 △ 24.1

16,973 378,081 3,285 1,488,391 2,500 1,971,971 △ 36.6

13,300 858 15,230 △ 0.1

12,118 170,322 1 182,441 938.2

531 25,984 132,109 162,393 1.9

61,891 728,143 768,025 113,860 3,945,158 △ 1.7

631,236 6,002,849 8.3

35,000 81,789 130.7

2,001 1,038,000 1,040,001 31272.6

1,950,337 1,969,659 △ 2.1

6,487 47.1

6,242 672,966 8.6

0 － 

594 49 783 19.0

1 1,642,592 1.0

36,685 36,685 △ 2.3

222,919 1,770,507 891,286 5,652,772 4,130 1,950,337 2 36,685 27,545,838 2.0

22,354 102,340 1,720 1,579,198 6,262,858 11.4

12 1,712 50 276,611 2,355,661 8.0

123,400 14,900 858,600 1,004,800 △ 41.1

48,004 157,294 15,486 575,523 505 2,192,900 △ 9.4

152,549 1,385,761 859,130 2,362,840 4,130 1,949,832 2 36,685 15,729,619 4.3

計
対前年度
増 減 率
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２．参考資料

（１）会計別予算額 単位：千円、％

令和４年度
当初予算

令和３年度
６月補正後予算

増減額 増減率
令和３年度

構成比

27,545,838 27,009,788 536,050 2.0 62.6

13,241,630 13,176,953 64,677 0.5 30.1

国民健康保険事業特別会計 6,614,248 6,629,240 △ 14,992 △ 0.2 15.0

後期高齢者医療事業
特別会計

1,183,801 1,125,039 58,762 5.2 2.7

介護保険事業特別会計 5,443,581 5,417,516 26,065 0.5 12.4

住宅新築資金等貸付事業
特別会計

0 5,158 △ 5,158 皆減 0.0

3,243,034 3,448,657 △ 205,623 △ 6.0 7.4

公共下水道事業会計 3,243,034 3,448,657 △ 205,623 △ 6.0 7.4

44,030,502 43,635,398 395,104 0.9 100.0

※構成比については、四捨五入の関係上、合計と一致しない場合があります。

区　　　　　　　　分

一般会計

特別会計

公営企業会計

合　　　　　　　計

※公営企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額です。
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（２）基金残高の推移(普通会計)

単位：千円

平成３０年度
決算

平成３１年度
(令和元年度)

決算

令和２年度
決算

令和３年度
決算見込

令和４年度
予算

2,681,906 2,769,786 2,808,304 2,828,565 2,313,916

585,916 605,116 613,531 868,366 872,880

6,465,155 6,529,889 6,464,482 5,841,298 5,742,230

ま ち づ く り 基 金 1,779,175 1,585,974 1,375,930 958,319 695,688

教育施設建設準備基金 1,106,690 1,106,954 985,247 590,680 330,922

公共施設等総合管理基金 3,300,000 3,408,134 3,455,528 3,480,392 3,305,097

ふ る さ と づ く り 基 金 78,919 225,359 438,304 600,285 1,200,539

文 化 振 興 基 金 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

太陽光発電設備管理基金 371 486 555 707 762

森 林 環 境 整 備 基 金 2,982 8,918 10,915 9,222

9,732,977 9,904,791 9,886,317 9,538,229 8,929,026

※普通会計とは一般会計及び住宅新築資金等貸付事業特別会計を合わせたもの。

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

合 計

※平成３０年度から令和２年度は決算、令和３年度は決算見込、令和４年度は令和３年度の決算見込
   を基に算出。

2,682 2,770 2,808 2,829 2,314

586 605 614 868
873

1,779 1,586 1,376 958
696

1,107 1,107 985
591

331

3,456
3,480

3,305

79 225 438 600

1,201

200 200 200

200 200

1

11 9

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

平成３０年度

決算

平成３１年度

(令和元年度)

決算

令和２年度

決算

令和３年度

決算見込

令和４年度

予算

基金残高の推移

森林環境整備基金 太陽光発電設備管理基金 文化振興基金

ふるさとづくり基金 公共施設等総合管理基金 教育施設建設準備基金

まちづくり基金 減債基金 財政調整基金

単位：百万円

-41-



（３）市債の推移(普通会計)

①市債残高の推移 単位：千円

平成３０年度
決算

平成３１年度
(令和元年度)

決算

令和２年度
決算

令和３年度
決算見込

令和４年度
予算

臨時財政対策債 9,570,804 9,438,161 9,316,558 9,446,805 9,243,067

合 併 特 例 債 6,393,614 5,650,622 4,896,886 4,141,483 3,454,423

そ の 他 の 市 債 3,834,311 4,389,514 4,698,592 5,487,322 6,120,832

合 計 19,798,729 19,478,297 18,912,036 19,075,610 18,818,322

②市債発行額と償還額の推移(普通会計) 単位：千円

平成３０年度
決算

平成３１年度
(令和元年度)

決算

令和２年度
決算

令和３年度
決算見込

令和４年度
予算

市債発行額　Ａ 1,781,328 1,549,856 1,283,481 2,064,539 1,614,800

元金償還額　Ｂ 1,963,066 1,873,454 1,849,742 1,900,965 1,872,087

市債残高の変動  Ａ－Ｂ △ 181,738 △ 323,598 △ 566,261 163,574 △ 257,287

※平成３０年度から令和２年度は決算、令和３年度は決算見込、令和４年度は
　 令和３年度の決算見込を基に算出。

※平成３０年度から令和２年度は決算、令和３年度は決算見込、令和４年度は
　 予算でそれぞれ算出。

3,834 4,390 4,699 5,487 6,121

6,394 5,651 4,897 4,141 3,454

9,571 9,438 9,317 9,447 9,243

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

平成３０年度

決算

平成３１年度

(令和元年度)

決算

令和２年度

決算

令和３年度

決算見込

令和４年度

予算

市債残高等の推移（普通会計）

臨時財政対策債 合併特例債 その他の市債

単位：百万円
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令和３年度

決算見込

令和４年度

予算

市債発行額と償還額の推移（普通会計）

市債発行額

元金償還額

単位：百万円
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単位：百万円
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単位：百万円
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（４）職員数及び人件費の推移（普通会計）

単位：千円、人

平成３０年度
決算

平成３１年度
（令和元年度）

決算

令和２年度
決算

令和３年度
予算

令和４年度
予算

2,773,844 2,820,026 3,042,428 3,199,295 3,233,512

一 般 職 員 人 件 費 2,406,434 2,440,061 2,479,264 2,550,165 2,485,811

294 309 317 330 330

※　普通会計とは一般会計及び住宅新築資金等貸付事業特別会計を合わせたもの。

（５）経常収支比率の推移（普通会計）

ｋｌ９ｍ２Ｗｔ）＄＋

※　普通会計とは一般会計及び住宅新築資金等貸付事業特別会計を合わせたもの。

人 件 費

職 員 数

※平成３０年度から令和２年度決算ベース、令和３年度・令和４年度は予算ベースで算出。

※平成２９年度から平成３１年度（令和元年度）は決算ベース、令和２年度・令和３年度は予算ベースで算出。

2,406 2,440 2,479
2,550

2,486

294

309

270

280

290

300

310

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

平成３０年度

決算

平成３１年度

（令和元年度）…

令和２年度

決算

令和３年度

予算

令和４年度

予算

一般職員人件費と職員数の推移

一般職員人件費

職員数

職員数 単位：人人件費 単位：百万
円

0 0 0 0 0

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
60
65
70
75
80
85
90
95

100

95.6 94.9 95.5 96.9 96.0

経常収支比率 単位：％

2,406
2,440

2,479

2,550
2,486

294

309

317

330 330

270

280

290

300

310

320

330

340

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

平成３０年度

決算

平成３１年度

（令和元年度）

決算

令和２年度

決算

令和３年度

予算

令和４年度

予算

一般職員人件費と職員数の推移

一般職員人件費

職員数

職員数
単位：人

人件費
単位：百万円

95.6
94.9 95.5

96.9
96.0

90.0

95.0

100.0

平成３０年度

決算

平成３１年度

（令和元年度）

決算

令和２年度

決算

令和３年度

予算

令和４年度

予算

経常収支比率 単位：％
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（６）一般会計予算委託料款別（目的別）一覧

１ ２ ３ ４ ５

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費

イベント委託料 6,798 801

運行業務委託料 63,361 65,714

エレベーター保守委託料 10,824 1,571 687 753

楽器保守委託料 87

計画策定業務委託料 14,151 13,898 3,311

警備委託料 16,412 9,149 611 230

健康づくり業務委託料 17,950 4,836

検査委託料 55,292 6,706 54,422

工事等委託料 93,773

高齢者福祉事業委託料 32,545 27,468

施設維持管理委託料 293,219 42,511 6,745 36,017

児童福祉事業委託料 2,123,540 2,113,318

事務機器保守委託料 840 460 314

事務業務委託料 711,042 3,349 252,988 22,931 61,474

障害者福祉事業委託料 29,625 33,708

消防機器保守委託料 2,421 204 34

植栽管理委託料 39,597 2,096 94 1,847

じん芥処理委託料 373,447 192 159 375,321

清掃委託料 45,298 2,708 840 6,108

設計監理等委託料 154,353 16,324

機器・設備保守委託料 23,530 2,720 2,127 2,054

選挙事務委託料 10,974 15,282

調査委託料 103,596 10,120 2,940 3,804

電算機器保守委託料 12,406 7,118

電算業務委託料 45,977 90,185 1,975 6,541

電算システム保守委託料 32,753 671 16,224 41

登記委託料 4,005 1,958

複写機等保守委託料 922 273 72 72

物流委託料 15,454 341

文書管理委託料 6,162 5,140 7,314

法律業務委託料 2,273 2,263 198

保健衛生事業委託料 570,275 2,336 446,843

音響機器保守委託料 1,062 1,260

施設管理運営委託料 18,045

製作委託料 0 159 23,989

指定管理料 341,381 10,868 70,590

計 5,273,390 10,420 560,564 2,306,457 1,027,936 0

前年度
予算
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（単位：千円）
６ ７ ８ ９ １０ １１

農 林 水
産 業 費

商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費
災 害
復 旧 費

276 5,425 6,502 △ 4.4

1,346 67,060 5.8

429 2,347 5,160 10,947 1.1

87 87 0.0

11,396 10,000 2,827 41,432 192.8

1,683 434 47 25 6,937 19,116 16.5

4,836 △ 73.1

9,888 71,016 28.4

4,300 95,000 99,300 5.9

27,468 △ 15.6

4,085 6,309 82,632 114,228 292,527 △ 0.2

2,113,318 △ 0.5

154 928 10.5

18,837 10,448 27,627 1,487 355,632 754,773 6.2

33,708 13.8

346 43 150 1,817 2,594 7.1

248 37,408 8,524 50,217 26.8

46 33 42 7,706 383,499 2.7

487 9,451 6,283 24,137 50,014 10.4

418 35,680 115,323 167,745 8.7

2,242 37 5,319 53 8,079 22,631 △ 3.8

15,282 39.3

29,003 13,783 11,704 9,769 1,500 82,623 △ 20.2

2,409 9,527 △ 23.2

286 1,331 100,318 118.2

231 12,373 29,540 △ 9.8

2,000 3,958 △ 1.2

219 636 △ 31.0

341 △ 97.8

640 13,094 112.5

10 201 2,672 17.6

449,179 △ 21.2

1,260 18.6

18,196 18,196 0.8

24,148 皆増 

12,000 111,233 127,405 332,096 △ 2.7

92,101 52,880 427,557 6,993 816,180 1,500 5,302,588 0.6

計
対前年度
増減額
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（７）一般会計予算補助金一覧

職員自主研究グループ活動助成金 30 火葬料金補助金 12,305

福津市議会政務活動費交付金 4,320 献血推進協議会補助金 272

職員福利厚生費補助金 5,602 骨髄等移植ドナー助成金 140

行政相談委員活動補助金 72 造血細胞移植後定期予防接種ワクチン再接種費用補助金 94

防犯灯ＬＥＤ化補助金 1,255 予防接種事故救済給付金 466

交通空白地タクシー補助金 236 合併処理浄化槽設置補助金 548

公共交通乗継補助金 2 し尿処理料金補助金 2,628

西鉄バス運行補助金 6,870 し尿収集運搬支援事業補助金 52,525

住みよいまちづくり推進企画活動補助金 1,800 宗像地区事務組合水道事業会計補助金 3,955

地方公共団体情報システム機構交付金 3,101 合計 72,933

郷づくり交付金 135,283

コミュニティ助成事業補助金 2,500

不在者投票特別経費交付金 254 農業後継者育成事業補助金 320

合計 161,325 農政振興補助金 3,383

福津市認定農業者協議会補助金 800

根こぶ病対策補助金 850

民生委員・児童委員協議会補助金 1,218 清滝水利関係補助金 327

福津市社会福祉協議会補助金 39,636 農業次世代人材投資資金 3,000

人権擁護委員会補助金 168 農業経営者経営安定補助金 3,981

保護司会補助金 626 活力ある高収益型園芸産地育成事業補助金 1,202

同和地区排水施設等整備事業補助金 500 水田農業担い手機械導入支援事業補助金 6,026

人権対策補助金 7,800 農業多面的機能支払交付金 18,573

人権教育・啓発推進協議会補助金 64 有害鳥獣駆除補助金 439

福津市シルバー人材センター補助金 14,164 本木生産森林組合補助金 1,000

高齢者住宅改造費補助金 600 水産振興補助金 3,750

はり灸治療費補助金 1,638 福間漁港施設改修補助金 875

老人クラブ連合会活動促進事業補助金 3,506 漁業近代化資金利子補給費補助金 40

成年後見人等報酬助成金 336 環境・生態系保全活動支援補助金 250

障害者住宅改造費補助金 300 合計 44,816

障害者扶養共済掛金補助金 542

福祉タクシー料金補助金 8,064

病児病後児保育事業補助金 32,212 商工振興補助金 18,003

特別保育事業補助金 55,104 創業支援補助金 3,500

医療的ケア児保育支援補助金 3,600 中小企業事業資金保証料補助金 260

届出保育施設補助事業補助金 314 山笠振興費補助金 2,500

保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 9,965 ビーチサッカー大会実行委員会補助金 900

保育士処遇改善事業補助金 32,701 新事業活動応援補助金 10,000

ＩＣＴ化システム導入補助金 6,000 観光地域づくり推進事業補助金 18,568

保育環境改善事業補助金 8,200 観光協会補助金 4,268

放課後児童支援員処遇改善事業補助金 5,280 合計 57,999

合計 232,538

農林水産業費

民生費

商工費

総務費 衛生費
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種類別金額

交通遺児を支える会補助金 48 事務補助金 327,097

住宅耐震改修工事費補助金 1,200 建設補助金 16,841

ブロック塀等撤去費補助金 1,200 公益法人補助金 53,800

合計 2,448 団体補助金 70,733

事務交付金 161,531

消防費 給付金 466

自主防災用機械器具、設備購入補助金 465 一部事務組合補助金 3,955

合計 465 計 634,423

教育費

人権・同和教育研究協議会補助金 360

小規模校転入認可対象児童通学補助金 1,035

視聴覚鑑賞補助金 2,100

進路指導対策費補助金 432

生徒指導対策費補助金 270

体育大会等出場補助金 2,439

中学校部活動補助金 810

多様な事業者の参入促進・能力活用事業費補助金 720

幼稚園副食費補助金 2,670

私立幼稚園教育振興費補助金 684

一時預かり事業（幼稚園型）補助金 26,402

幼稚園教諭処遇改善事業補助金 3,362

青少年指導員会補助金 1,600

子ども会育成会連合会補助金 1,900

青少年育成市民の会補助金 1,880

二十歳のつどい実行委員会補助金 1,000

婦人会育成費補助金 270

信州松本青少年交流事業補助金 577

公民館類似施設新築等補助金 6,000

文化財保存整備費補助金 606

文化協会補助金 2,650

体育協会補助金 4,132

合計 61,899

総計 634,423

土木費
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【歳入】令和４年度地方消費税交付金のうち社会保障財源交付分交付見込額
６３８，７００千円

【歳出】令和４年度地方消費税交付金のうち社会保障財源交付分を充てられる
　　　　社会保障施策に要する経費 １１，０９７，８０５千円

単位：千円

国庫支出金 県支出金 その他
引上げ分の

地方消費税収 その他

45 6 39

2,275,385 1,062,937 593,612 84,859 533,977

22,537 3,641 2,591 16,305

4,716,671 2,264,449 974,502 163,315 180,240 1,134,165

1,104,985 825,485 50,932 14,770 29,317 184,481

8,119,623 4,152,871 1,619,046 181,726 297,013 1,868,967

516,770 63,807 204,021 34,137 214,805

871,180 27,652 13,826 113,774 715,928

254,641 150,789 14,241 89,611

800,306 109,743 690,563

9,703 9,654 7 42

2,452,600 101,113 368,636 271,902 1,710,949

294,983 1,894 306 40,148 252,635

91,078 4,111 2,046 1,186 11,482 72,253

88,570 12,145 76,425

50,951 210 2,869 4,044 6,010 37,818

525,582 6,215 5,221 5,230 69,785 439,131

11,097,805 4,260,199 1,992,903 186,956 638,700 4,019,047

（８）引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費
　　　その他社会保障施策に要する経費

　平成２６年４月１日から消費税の税率が５％から８％に引き上げられ、地方消費税につい
ても１％から１．７％に引き上げられました。また、令和元年１０月１日からは消費税の税
率がさらに１０％に引き上げられ、地方消費税についても１．７％から２．２％に引き上げ
られました。
　これらの引き上げ分については、全てを社会保障施策に要する経費に使うこととされてい
ます。令和４年度に交付を受けるものについては、下記の事業に充当する見込みです。

事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

社会福祉施策事業

障害者福祉施策事業

高齢者福祉施策事業

児童・教育福祉施策事業

生活保護扶助費

小計

社
会
保
険

国民健康保険事業
特別会計繰出金
介護保険事業特別会計
繰出金
後期高齢者医療事業
特別会計繰出金
福岡県後期高齢者医療
広域連合負担金

国民年金事務費

小計

合計

　各事業への充当額は各事業の一般財源額により按分して算出しています。

保
健
衛
生

疾病予防対策施策事業

母子保健施策事業

医療体制整備事業

健康増進施策事業

小計
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